文化財保護法（埋蔵文化財）について

○工事届について（文化財保護法第93条第1項）
・周知の埋蔵文化財包蔵地（遺跡）の範囲内で建物建築、土木工事等を行なう場合は、工事着手の60日前までに各都道府県教育委員会宛て、書面による届出が必要です。

⇒指示事項（同法第93条第2項）
・各都道府県教育委員会より、各通知に係る建物建築、土木工事等に対し、埋蔵文化財の保護上必要な指示がなされます。指示内容は「発掘調査」、「工事立会」、「慎重工事」のいずれかです。
★工事等の実施にあたっては、事前に文化財課まで遺跡かどうかの確認を行なってください。

○不時発見について（同法第96条第1項）
・遺跡の範囲外で建物の建築、土木工事中に遺跡と認められるものを発見した場合、その現状を変更することなく、遅滞なく、各都道府県教育委員会に届出なければなりません。

・各都道府県教育委員会は必要に応じて、工事の停止を含む埋蔵文化財の保護上必要な勧告をすることができます（同法第96条第2項）。
★宮崎市では、不時発見による工事等の遅延を防ぐため、及び未発見の文化財を保護するために、遺跡近接地での試掘調査、工事立会へのご協力をお願いしています。

○本発掘調査について
・同法第93条第2項の指示「発掘調査」に基づいて実施される発掘調査です。

（事業主体者→文化財課へ依頼）

・本発掘調査は、現地における発掘調査作業から、出土品や記録の整理作業を経て、調査報告書を刊行する一連の作業を指します。

「平成10年9月文化庁次長通知」に基づき、埋蔵文化財（遺跡）の現状保存を不可能とする原因となった開発事業等の事業主体者に対して、経費負担による記録保存のための調査の実施を求めることとしています。

★本発掘調査には着手から完了まで数ヶ月以上かかる場合があります。遺跡内及び近接地で工事等を計画している場合は、早めに文化財課との協議をお願いいたします。

※【宮崎市ホームページ】

⇒【観光・文化】

⇒【文化・歴史】

⇒【埋蔵文化財事務手続き】

原因者負担の原則





＜お問い合わせ先＞


宮崎市教育委員会　文化財課　埋蔵文化財保護係


事前審査担当


電　　話：0985－85－1178


ファクス：0985－84－2222


メ ー ル：45bunsin@city.miyazaki.miyazaki.jp








